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業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、平成23年3月期第3四半期以降の動向等を踏まえ、平成23年3月23日開催の取締役会

において、平成22年9月15日に開示した平成23年3月期通期の業績予想を修正することとしまし

たので、お知らせいたします。 

 

1．平成23年3月期 通期業績予想数値の修正（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

 

前回発表予想（Ａ）  

百万円 

9,130 

百万円

1,970

百万円

1,980

百万円 

1,280 

円 銭

103.20

今回修正予想（Ｂ）  8,190 1,550 1,560 1,020 82.24

増 減 額（Ｂ－Ａ）  △940 △420 △420 △260 －

増 減 率（ ％ ）  △10.3％ △21.3％ △21.2％ △20.3％ －

（参考）前期実績 15,495 6,211 6,224 3,840 309.72

 

2．修正理由 

当社製品の主力市場である遊技機器市場は、国内経済低迷の長期化、APEC 開催に伴う遊技機器の入替

自粛等により、新台導入が集客力のある定番機種や大型企画などの一部機種に集中するとともに、導入台

数自体も減少傾向を示していることなどを受け、遊技機器の新台需要は総じて低調に推移しております。

また、遊技機器の新台需要が一部機種に集中傾向を示す中、メーカー間の競合は激しさを増しており、各遊技

機器メーカーは競合他社の販売時期等をにらみながら戦略的に新台投入時期を決定する状況になっているもの

と分析しております。 

このような市場環境の中、当社の主力製品である遊技機器市場向けグラフィックスLSI製品につきまし

ては、前回修正時（平成 22 年 9 月）において、通期 160 万個の販売を計画しておりましたが、現在まで

の販売状況及び期末までの需要動向を勘案した結果、142 万個の販売にとどまるものと計画を修正するに

至りました。今回の販売計画の主な修正要因は、第一に当第4四半期より見込んでいた「AG-4」の本格的

量産販売が、顧客の開発スケジュールの変更により翌事業年度となったこと、第二に当社製品を含むリ

ユース（再使用）部品で構成された遊技機器が前回修正時の想定を超える販売となったことによるもので

あると分析しております。一方、遊技機器市場向けグラフィックスLSI以外の各製品につきましては、ほ

ぼ計画通りの推移になるものと見込んでおります。 
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以上から、当社主力製品である遊技機器市場向けグラフィックスLSI製品の販売数量減少を受け、当事

業年度における売上高は、前回修正計画から 10％減となる 8,190 百万円と修正いたします。また、今回

の売上計画の見直しに伴い、売上総利益も減少しております。販売費及び一般管理費につきましては、全

般的な経費削減を推進し、前回計画から約110百万円減となる2,900百万円と見直しを行いましたが、売

上高の減少に伴う売上総利益の減を補うには至らず、営業利益以下も上記のような減少となる見通しと

なっております。 

 

なお、今回通期業績予想の修正を行いましたが、平成 23 年 3 月期の期末配当額（１株につき 80 円：

中間配当80円を実施しているため年間160円）につきましては変更いたしません。 

当社は、原則として配当性向主義（目標配当性向 50％）を基本に業績に応じた配当額を算定の基礎と

しながらも、将来的な事業計画等を勘案して必要と目される内部留保資金（概ね販売費及び一般管理費の

3 年分）を超える部分については、従前の配当実績を参考に安定的配当を積極的に検討することを基本方

針としております。 

今回の業績予想の修正にかかわらず配当予想を変更していない理由は、上記配当基本方針に則り、現在

の内部留保資金残高及び今後の収益見通し並びに研究開発計画などから勘案される中期的資金需要予測等

に鑑み、1株当たり年間配当額160円の維持が可能であると判断したことによります。 

 

 

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実

際の業績は、今後さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

以上 


